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１　所得税の住宅借入金等特別控除に係る事項【平成11年から平成18年の間に取得等し、

明 日

２　市町村民税・道府県民税から控除される住宅借入金等特別税額控除額の計算

（単位：円）

源泉徴収税額＋住宅借入金等特別控除の額

【税額表Ａ】

★【税額表Ａ】参照

H18年分(税源移譲前)の税率で計算

(2,150,000円×10％)

★【税額表Ｂ】参照 【税額表Ｂ】

H20年分(税源移譲後)の税率で計算

(2,150,000円×10％－97,500円)

695万円以上900万円未満

900万円以上1,800万円未満

1,800万円以上

④×37％－2,490,000円

④の金額 ⑥の金額（H20年分税率）

195万円未満 ④×５％

④×23％－636,000円

④×33％－1,536,000円

④×40％－2,796,000円

⑤の金額（H18年分税率）

田川市大字伊田１２３４番地

株式会社　福岡

1,800万円以上

④の金額

900万円以上1,800万円未満 ④×30％－1,230,000円

330万円未満 ④×10％

控除対象配偶

者の有無等

支
払
者

住所（居所）
又は所在地

氏 名 又 は
名       称

無
従
無

受給者生年月日

大 昭 月日 平 年就職 退職 年 月

勤
労
学
生

死
亡
退
職

災
害
者

外
国
人

中 途 就・退 職

円

未
成
年
者

乙
欄

寡 婦

一
般

特
別

円

居住開始 H15.6.1

内 円 円

個人年金保険料の金額

旧長期損害保険料の金額

円

その他

円

円

1

人 従人

配偶者の控除所得

117,500

扶 養 親 族 の 数
（配偶者を除く） 地震保険料

の 控 除 額
住宅借入金等
特別控除の額

生命保険料
の 控 除 額

その他

障 害 者 数
（ 本 人 を 除
く ）

社 会 保 険 料
等 の 金 額

特定 老人 特別

所得控除の額の合計額 源泉徴収税額

4,500,000 3,060,000 910,000 0

氏
　
名

（受給者番号）

（フリガナ） タガワ　タロウ

 田 川  太 郎（役職名）

本人が障害

そ

の

他

特
別

寡
 
夫

支 払
を 受 け
る 者

種　　　別

給与・賞与

配偶者特別
控除額

住

所

又

は

居

所

田川市中央町１番１号

支　払　金　額 給与所得控除後の額

④×20％－330,000円330万円以上900万円未満

⑨ 58,500

⑥ 117,500

⑦ 215,000

⑩ 39,000

⑧ 97,500

④ 2,150,000

④ に 対 す る
所 得 税 額 相 当 額 ⑤ 215,000

② 3,060,000

前年分の所得控除の額の
合 計 額 ③ 910,000

居住開始年月日（注1）

前年分の所得税の住宅借入金等
特別控除可能額（平成19年以降
の居住年に係る額を除く）

円

子：一郎（S50.1.1）

新築又は購入 　平成１５年　６月　１日

増改築等　　 平成　　年　　月　　日

① 250,000

（摘要）住宅借入金等特別控除可能額　 250,000　円　　国民年金保険料等の金額　　　　　　　　円

人 従人 内内 人従人

150,000

の
所
得
税
相
当
額
（

注
２
）

平
成
十
八
年
所
得
税
法
等
改
正
法
施
行
前

前 年 分 の 所 得 税 額
（ 税 額 控 除 前 ）

市町村民税・道府県民税の住宅
借入金等特別税額控除見込額
（ ⑦ － ⑥ ）

控
除
額
の
計
算

前年分の給与所得控除
後 の 給 与 等 の 金 額

前 年 分 の 所 得 税 の
課 税 総 所 得 金 額

① と ⑤ の い ず れ か
少 な い 方 の 金 額

市町村民税の住宅借入金
等 特 別 税 額 控 除 額
（ ⑧ × 3/5 ）

道府県民税の住宅借入金
等 特 別 税 額 控 除 額
（ ⑧ × 2/5 ）

330万円以上695万円未満 ④×20％－427,500円

195万円以上330万円未満 ④×10％－97,500円

円円円円

平成20年分　給 与 所 得 の 源 泉 徴 収 票

 記 載 例
 
（年末調整で住宅借入金等特別控除の適用を受け、所得税の確定申告書を提出しない納税者用）

居住の開始年月
日を記載する。
（この場合は新築）

（マイナスの場合は、０）


